
１ 

報告第 １ 号 

 

   専決処分の報告について 

 

 町所有車両と一般車両との自動車事故に係る損害賠償の額を決定する

ことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１

項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

よりこれを報告する。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



２ 

専決第 ２ 号 

 

   自動車事故に係る損害賠償の額の決定について 

 

 町所有車両と一般車両との自動車事故に係る損害賠償の額を決定する

ことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１

項及びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について（平成

１８年９月１１日おいらせ町議会議決）第１号の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月１３日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和３年１１月１８日に発生した、町所有車両と一般車両との自動車

事故に係る損害賠償について、賠償額が確定したため、地方自治法第１

８０条第１項及びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定につ

いて第１号の規定により専決処分するものである。  



３ 

別  紙 

 

１ 相手方 

（所有者）八戸市在住者（乙） 

  （運転者）乙の配偶者 

 

２ 事故の概要 

  令和３年１１月１８日、午後３時３０分頃、おいらせ町下前田地内

において、町職員の運転するおいらせ町（甲）所有車両が、車道に進

入してきた乙車両に接触し、フロント左バンパー等を破損させたもの。 

 

３ 損害賠償額 

  ９１，９５８円 

   内訳  車両損害に対する賠償の金額 ９１，９５８円 

 

４ 示談の内容 

  甲は乙に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金として 

９１，９５８円を乙指定口座に支払う。なお、本件示談のほか、甲乙

間には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

  



４ 

報告第 ２ 号 

 

   専決処分の報告について 

 

 町の瑕疵による自動車破損に係る損害賠償の額を決定することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを

報告する。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



５ 

専決第 ４ 号 

 

   自動車破損に係る損害賠償の額の決定について 

 

 町道において発生した自動車破損に係る損害賠償の額を決定すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及

びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について（平成１８

年９月１１日おいらせ町議会議決）第１号の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２５日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和４年３月３日に発生した、町道瑕疵による自動車破損に係る損害

賠償について、賠償額が確定したため、地方自治法第１８０条第１項及

びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について第１号の規

定により専決処分するものである。  



６ 

別  紙 

 

１ 相手方 

（所有者）十和田市在住者（乙） 

 

２ 事故の概要 

  令和４年３月３日、午後５時４０分頃、おいらせ町青葉二丁目地内

の町道において、おいらせ町（甲）が管理する道路に生じた穴に乙運

転の車両が落ち、左前タイヤが破損したもの。 

 

３ 損害賠償額 

  １５，８７１円 

   内訳  車両損害に対する賠償の金額 １５，８７１円 

 

４ 示談の内容 

  甲は乙に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金として 

１５，８７１円を乙指定口座に支払う。なお、本件示談のほか、甲乙

間には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

報告第 ３ 号 

 

   専決処分の報告について 

 

 町の瑕疵による自動車破損に係る損害賠償の額を決定することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを

報告する。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



８ 

専決第１０号 

 

   自動車破損に係る損害賠償の額の決定について 

 

 町道において発生した自動車破損に係る損害賠償の額を決定すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及

びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について（平成１８

年９月１１日おいらせ町議会議決）第１号の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月１３日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和４年３月２８日に発生した、町道瑕疵による自動車破損に係る損

害賠償について、賠償額が確定したため、地方自治法第１８０条第１項

及びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について第１号の

規定により専決処分するものである。  



９ 

別  紙 

 

１ 相手方 

（所有者）おいらせ町在住者（乙） 

 

２ 事故の概要 

  令和４年３月２８日、午後８時４０分頃、おいらせ町木崎地内の町

道において、おいらせ町（甲）が管理する道路に生じた穴に乙運転の

車両が落ち、左後タイヤが破損したもの。 

 

３ 損害賠償額 

  ２，６２９円 

   内訳  車両損害に対する賠償の金額 ２，６２９円 

 

４ 示談の内容 

  甲は乙に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金として 

２，６２９円を乙指定口座に支払う。なお、本件示談のほか、甲乙間

には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 

承認第 ２ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



１１ 

専決第 ５ 号 

 

   おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により専決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和４年度税制改正による地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等

の一部改正に伴い、必要となる改正を行うため専決処分するものである。  



１２ 

   おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例 

 （おいらせ町町税条例の一部改正） 

第１条 おいらせ町町税条例（平成１８年おいらせ町条例第５２号）の一

部を次のように改正する。 

  第１８条の４中第２項を削り、第３項を第２項とし、同条第１項を次

のように改める。 

   法第２０条の１０の納税証明書の交付（法第３８２条の４に規定す

る当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）

の手数料は、おいらせ町手数料条例（平成１８年おいらせ町条例第６

０号）の定めるところによる。ただし、道路運送車両法第９７条の２

に規定する証明書については手数料を徴しない。 

  第３３条第４項を次のように改める。 

 ４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定す

る確定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施

行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得

の金額については、適用しない。 

  第３３条第６項を次のように改める。 

 ６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定す

る確定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する

事項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式

等譲渡所得金額に係る所得の金額については、適用しない。 

  第３４条の７第１項第１号オ中「（所得税法施行令の一部を改正する

政令（平成２０年政令第１５５号）附則第１３条第２項の規定によりな

おその効力を有するものとされる改正前の所得税法施行令第２１７条

第１項第２号及び第３号に規定する民法法人を含む。）」を削る。 

  第３４条の９第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所

得金額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第２項中「申告書に係る

年度分の個人の県民税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の



１３ 

翌年度分の個人の県民税」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４

に規定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計

所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第

１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計

所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当

しないもの」に改め、同条第２項中「第２条第４項ただし書」を「第２

条第３項ただし書」に改める。 

  第３６条の３第２項中「附記された事項」を「付記された事項」に改

め、同条第３項中「附記し」を「付記し」に改める。 

  第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告

書」に改め、同条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

  (2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１,０００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３

項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給

与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該

当するものを除き、合計所得金額が１３３万円以下であるものに限

る。次条第１項において同じ。）の氏名 

  第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告

書」に改め、同条第１項中「扶養親族（控除対象扶養親族」を「特定配

偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５３条の２

に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得

を有する者であって、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）

をいう。第２号において同じ。）又は扶養親族（控除対象扶養親族であ

って退職手当等に係る所得を有しない者」に改め、同項中第３号を第４

号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 



１４ 

  (2) 特定配偶者の氏名 

  第４８条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第

６２項」に、「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め、同条第１５

項中「第３２１条の８第６９項」を「第３２１条の８第７１項」に改め

る。 

  第５１条第１項第４号中「公益財団法人」の次に「（令第４７条に規

定する収益事業を行う場合を除く。）」を加え、同項第５号中「団体」

の次に「（令第４７条に規定する収益事業を行う場合を除く。）」を加

え、同項第７号中「法人」の次に「（令第４７条に規定する収益事業を

行う場合を除く。）」を加える。 

  第５３条の７中「第５号の８様式」の次に「又は施行規則第２条第３

項ただし書の規定により総務大臣が定めた様式」を加える。 

  第７３条の２第１項中「の閲覧の手数料」を「（同条第１項ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧（法第３８２条の４に

規定する固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲

覧を含む。）の手数料」に改める。 

  第７３条の３第１項中「の交付」を「（同条ただし書の規定による措

置を講じたものを含む。）の交付（法第３８２条の４に規定する当該証

明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）の」に改め

る。 

  附則第７条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に、

「令和３年」を「令和７年」に改める。 

  附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１６項」を「附則第１５

条第１５項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２３項」を「附則

第１５条第２２項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２４項第１

号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第６項中「附則第

１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、同

条第７項中「附則第１５条第２４項第３号」を「附則第１５条第２３項



１５ 

第３号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２５項第１号」を「附

則第１５条第２４項第１号」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２

５項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改め、同条第１０項

中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１５条第２６項第１号

イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２７項第１号ロ」を「附

則第１５条第２６項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条

第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第２６項第１号ハ」に改め、同条

第１３項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第１５条第２６

項第１号ニ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第２７項第２号イ」

を「附則第１５条第２６項第２号イ」に改め、同条第１５項中「附則第

１５条第２７項第２号ロ」を「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め、

同条第１６項中「附則第１５条第２７項第２号ハ」を「附則第１５条第

２６項第２号ハ」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第２７項第３

号イ」を「附則第１５条第２６項第３号イ」に改め、同条第１８項中「附

則第１５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第２６項第３号ロ」に

改め、同条第１９項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」を「附則第１

５条第２６項第３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条第３０

項」を「附則第１５条第２９項」に改め、同条第２１項中「附則第１５

条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第２２項中「附

則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同条第２３

項中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同

条第２４項中「附則第１５条第４６項」を「附則第１５条第４３項」に

改め、同条中第２６項を第２７項とし、第２５項を第２６項とし、第２

４項の次に次の１項を加える。 

 ２５ 法附則第１５条第４４項に規定する町の条例で定める割合は４

分の３とする。 

  附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改

修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有



１６ 

部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、

同条第１１項中「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改

修等住宅又は」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損

失防止改修等住宅専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防

止改修工事等」に改める。 

  附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令

和４年度分の固定資産税にあっては、１００分の２.５）」を加える。 

  附則第１６条の３第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特

定上場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当

等」という。）に係る配当所得に係る部分は、町民税の所得割の納税

義務者が前年分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配

当所得につき同条第１項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

  附則第１７条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の９」を「又

は第３７条の８」に改める。 

  附則第２０条の２第２項第３号中「補填金」を「補塡金」に改め、同

条第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規

定の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

  附則第２０条の３第２項第３号中「補填金」を「補塡金」に改め、同

条第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規

定の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

  附則第２０条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の第

３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後において町民税

の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに



１７ 

提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含む。）」を「年分の所

得税に係る同条第４項に規定する確定申告書」に改め、「（これらの申

告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由があると町

長が認めるときを含む。）」を削る。 

  附則第２６条を削る。 

 （おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 おいらせ町町税条例等の一部を改正する条例（令和３年おいらせ

町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第１条のうちおいらせ町町税条例第３６条の３の３第１項の改正規

定中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者」を「扶養親

族（」の次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え、「有しない者を除く」

を「有する者」に改める。 

  附則第２条第４項中「の規定中個人の町民税に関する部分」を「第２

４条第２項及び第３６条の３の３第１項並びに附則第５条第１項の規

定」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中おいらせ町町税条例第３６条の３の２の見出し及び同条

第１項並びに第３６条の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定

並びに同条例附則第７条の３の２第１項及び第１７条の２第３項の

改正規定並びに同条例附則第２６条を削る改正規定並びに第２条（次

号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに附則第３条第１項及び第

２項の規定 令和５年１月１日 

 (2) 第１条中おいらせ町町税条例第３３条第４項及び第６項、第３４条

の９第１項及び第２項、第３６条の２第１項ただし書及び第２項、第

３６条の３第２項及び第３項並びに第５３条の７の改正規定並びに



１８ 

同条例附則第１６条の３第２項、第２０条の２第４項並びに第２０条

の３第４項及び第６項の改正規定並びに第２条（おいらせ町町税条例

等の一部を改正する条例（令和３年おいらせ町条例第１３号）附則第

２条第４項の改正規定に限る。）の規定並びに附則第３条第３項の規

定 令和６年１月１日 

 (3) 第１条中おいらせ町町税条例第１８条の４第１項の改正規定、同条

例第７３条の２第１項の改正規定（「固定資産課税台帳」の次に「（同

条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加え

る部分を除く。）及び同条例第７３条の３第１項の改正規定（「事項

の証明書」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものを

含む。）」を加える部分を除く。）並びに次条並びに附則第４条第３

項及び第４項の規定 民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

２４号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後のおいらせ町町税条例第

１８条の４第１項（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条

の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後

にされる同法第２０条の１０の規定による証明書の交付について適用

する。 

 （町民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後のおいらせ町町税条例（以下「新条例」

という。）第３６条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げ

る規定の施行の日（以下この項及び次項において「１号施行日」という。）

以後に支払を受けるべき第３６条の３の２第１項に規定する給与につ

いて提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用し、１

号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前のおいらせ

町町税条例（次項において「旧条例」という。）第３６条の３の２第１

項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定する申



１９ 

告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受

けるべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に

規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年金等」という。）について提出する

新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用し、１号

施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３

６条の３の３第１項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後のおいらせ町町税条例

の規定中個人の町民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人

の町民税について適用し、令和５年度分までの個人の町民税については、

なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

３年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地

方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定に

よる改正前の地方税法附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後のおいらせ町町税条例

第７３条の２第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の

規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の２

の規定による固定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定による措置

を講じたものを含む。）の閲覧について適用する。 

４ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後のおいらせ町町税条例

第７３条の３第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の

規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の３



２０ 

の規定による証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の交付について適用する。 

  



２１ 

承認第 ３ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 おいらせ町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



２２ 

専決第 ６ 号 

 

   おいらせ町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

定めることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９

条第１項の規定により専決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和４年度税制改正による国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第

３６２号）等の一部改正に伴い、課税限度額の引き上げを行うととも

に、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険税の減免の特

例の延長について改正を行うため専決処分するものである。 



２３ 

   おいらせ町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町国民健康保険税条例（平成１８年おいらせ町条例第５６号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項ただし書中「６３万円」を「６５万円」に改め、同条第

３項ただし書中「１９万円」を「２０万円」に改める。 

 第２３条第１項中「６３万円」を「６５万円」に、「１９万円」を「２

０万円」に改める。 

 附則第１１項中「同条中」を「同項中」に改める。 

 附則第２３項中「令和４年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後のおいらせ町国民健康保険税条例の規定は、

令和４年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年

度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

  



２４ 

承認第 ４ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関する条

例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、

同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



２５ 

専決第 ７ 号 

 

   おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関す

る条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関する条

例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めることについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分

する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令（平成２７年

総務省令第７３号）の一部改正に伴い、課税免除等の適用期間の延長等

について改正を行うため専決処分するものである。 



２６ 

   おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関す

る条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町地方活力向上地域に係る固定資産税の特別措置に関する条

例（平成３０年おいらせ町条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「２年

を経過」を「３年を経過」に、「第１０条第７項第６号」を「第１０条第

８項第６号」に、「第４２条の４第８項第７号」を「第４２条の４第１９

項第７号」に、「同法第６８条の９第８項第６号」を「法人税法（昭和４

０年法律第３４号）第６６条第６項」に、「中小連結法人」を「中小通算

法人」に改める。 

 第６条中「２年を経過」を「３年を経過」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２７ 

承認第 ５ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 おいらせ町介護保険条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



２８ 

専決第 ８ 号 

 

   おいらせ町介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める

ことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定により専決処分する。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う介護保険料の減免の特例の

延長について改正を行うため専決処分するものである。 



２９ 

   おいらせ町介護保険条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町介護保険条例（平成１８年おいらせ町条例第１１４号）の

一部を次のように改正する。 

 附則第１６項中「令和４年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３０ 

承認第 ６ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和３年度おいらせ町一般会計補正予算（第１１号）を地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



３１ 

専決第 ３ 号 

 

   令和３年度おいらせ町一般会計補正予算（第１１号）について 

 

 令和３年度おいらせ町の一般会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３４，２１６千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，５７８，０２２

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月１８日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



 

 

３
２

 

  



 

 

３
３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

３４ 

承認第 ７ 号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和３年度おいらせ町一般会計補正予算（第１２号）を地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月 ２７ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

  



 

３５ 

専決第 ９ 号 

 

   令和３年度おいらせ町一般会計補正予算（第１２号）について 

 

 令和３年度おいらせ町の一般会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７８，５８１千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，８５６,６０３

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   
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７
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８

 



 

３９ 

議案第４５号 

 

   おいらせ町副町長の選任につき同意を求めることについて 

 

 下記の者をおいらせ町副町長に選任したいので、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第１６２条の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

 選任する者の住所、氏名、生年月日 

   

  氏  名  小
こ

 向
むかい

 仁
ひと

 生
き

 

   

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 おいらせ町副町長に小向仁生氏を選任するため、提案するものである。  



 

４０ 

議案第４５号参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４２ 

議案第４６号 

 

   おいらせ町教育委員会委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

 

 下記の者をおいらせ町教育委員会委員に任命したいので、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第

２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

 任命する者の住所、氏名、生年月日 

   

  氏  名  三
み

 村
むら

 伸
のぶ

 子
こ

 

   

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

提案理由 

 おいらせ町教育委員会委員に三村伸子氏を任命するため、提案するも

のである。  



 

４３ 

議案第４６号参考資料 

 

  



 

４４ 

議案第４７号 

 

   おいらせ町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例について 

 

 おいらせ町一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年おいらせ町

条例第４３号）の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ４ 年 ４ 月２７日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 令和３年青森県人事委員会勧告及び国家公務員給与改定に準じ、一般職

の職員の期末手当の支給割合を改めるため提案するものである。  



 

４５ 

   おいらせ町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例 

おいらせ町一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年おいらせ町

条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 第２６条第２項中「１００分の１２２．５」を「１００分の１２０」

に改め、同条第３項中「１００分の１２２．５」を「１００分の１２０」

に、「１００分の７０」を「１００分の６７．５」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正

後のおいらせ町一般職の職員の給与に関する条例（以下この項におい

て「給与条例」という。）第２６条第２項（同条第３項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）及び第２６条第４項から第６項まで

（おいらせ町職員の育児休業等に関する条例（平成１８年おいらせ町

条例第３５条）第１５条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）若しくは第３２条第１項から第３項まで、第５項若しくは第７項

の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額

（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支

給された期末手当の額に、同月１日における次の各号に掲げる職員

（給与条例の適用を受けるものをいう。以下この項において同じ。）の

区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（以下こ

の項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合におい

て、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

(1) 再任用職員以外の職員 １２２．５分の５ 

(2) 再任用職員 ７０分の５ 

 （規則への委任） 



 

４６ 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 


